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障害者自立支援給付支払等システム（障害児施設給付等）について

本年１０月に引き続き平成２０年２月に運用開始を予定していた以下の機能については、障

害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置へのシステム対応を優先して実施する

ため、導入スケジュールを見直すこととする。

・ 高額障害福祉サービス費

・ 地域生活支援事業

・ 障害児施設給付費（特定入所障害
児食費等給付費・高額障害児施設給
付費・自治体独自助成を含む。）

・ 統計処理

・ その他共同処理

平成２０年２月運用開始（見直し前）

・ 統計処理

実施時期：平成２０年２月

・ Ｈ１９．１０稼動システムの緊急措置
対応版

実施時期：平成２０年４月、７月サービス提供分から

・ 高額障害福祉サービス費
・ 地域生活支援事業
・ 障害児施設給付費
・ その他共同処理

実施時期：調整中

追加



障害児施設給付費等任意委託分の導入に向けて障害児施設給付費等任意委託分の導入に向けて

障害児施設給付費関係

本システムは、概ね自立支援給付費支払システムと同様のシステムとなるが、全国決済等事務の効率

的な実施、事業所の利便性、高額障害福祉サービス費の支払委託との関連性等を考慮すると、委託の

メリットは大きいと考えられるので出来る限り委託されるよう願いたい。

なお、後日別途委託の予定について調査を実施する予定。

地域生活支援事業費関係

本システムは、市町村等が自らサービスコードを設定する等市町村独自の対応が必要となるが、本事

業を実施する事業者は、かなりの割合で自立支援給付を提供している可能性が考えられることから、市

町村等におかれては、事業者の利便性を考慮し、委託を推進されるよう願いたい。

なお、本システムについては、多様な改善要望も伺っており、こうした点については、今後可能な範囲で

対応することとしているので、考慮した上で、今後の委託を検討願いたい。

高額障害福祉サービス費関係

高額障害福祉サービス費は、市町村及び都道府県から同一世帯の三つの給付に係るデータを集約し、

各給付費に応じた償還額を算定する等手間のかかる作業を経て給付されることから、障害児施設給付

費に関する支払と一体で委託されれば事務処理の効果が期待される。

今後更に具体的な事務処理手順を示すこととしているので、これを勘案の上、委託について検討願い

たい。
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障害福祉計画作成・分析には、サービスの利用状況等に関する詳細なデータの分析が不可欠。一方、１９年１０月以降は、国保連合会におい

て全市町村を対象とした支払事務効率化等のための支払システムが稼動予定。この支払システム稼動後は、関係機関より定期的に障害福祉

サービス利用にかかる全ての情報が集約されることとなり、これを活用することにより詳細なデータ分析が可能。

サービス事業者サービス事業者

国保連合会国保連合会

市町村市町村都道府県都道府県

支給決定データ支給決定データ

••介護給付費等請求データ介護給付費等請求データ
••サービス提供実績データサービス提供実績データ 等等

サービス事業者データ等サービス事業者データ等

将来的な障害福祉サービスに関するデータの収集について

・受給者台帳
・事業者台帳
・給付実績 等

データの提供

障害福祉計画への
反映が可能

※前提

・１９年１０月より全市町村が国保

連合会へ委託

・データ分析可能なシステムを構築

※市町村の審査支払事務が大幅に効率化。

（インターネット）

（ＩＳＤＮ） （ＩＳＤＮ）

Ｈ１９．２．２
国保連合会事務局長会議資料
抜粋

Ｈ１９．２．２
国保連合会事務局長会議資料
抜粋



スケジュールについて
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ＰＴの検討結果を踏まえた
具体的な緊急措置内容の検討与党ＰＴ

台
帳

支
払

テスト

設計 設計見直し

ベンダテスト連携試験
リリース

ベンダテスト連携試験テスト製造

運用試験
リリース

テスト製造設計

テスト製造設計
仕様検討

リリース

リリース

２０．４施行分

２０．７施行分

テスト製造 事業状況報告

テスト製造

リリース

リリース 国庫負担基準額

児等
運用開始

ＩＤ／パスワード／電子証明書発行運用試験

２０．４施行分
運用開始

２０．７施行分
運用開始

事業状況報告
運用開始

国庫負担基準
運用開始

運用試験
台帳登録（事業所等）初期台帳作成

ベンダテスト
（独自システム・ベンダシステム等導入都道府県）

システム開発

ベンダテスト（独自システム・ベンダシステム等導入事業所）
システム開発

簡易入力リリース

簡易入力リリース 簡易入力リリース

（独自システム・ベンダシステム等導入事業所）
システム開発【２０．７対応】

（独自システム・ベンダシステム等導入事業所）
システム開発【２０．４対応】

緊急措置
２０．４施行

▼

緊急措置
２０．７施行

▼

障害児施設給付等
運用開始

▼

ＩＤ／パスワード／電子証明発行申請

【緊急措置対応版】障害者自立支援給付支払等システム導入スケジュール（案）

運用試験
台帳登録（受給者等）初期台帳作成

ベンダテスト
（独自システム・ベンダシステム等導入都道府県）

システム開発

システム担当者説明会

※緊急措置の内容によって、スケジュールの変更があり得る。（前倒しも含む）

未定



障害者自立支援給付支払等システムにおける障害児施設給付等運用開始前に必要な作業概要

◇地域生活支援事業

地域生活支援事業

事業所台帳
・・・・

市町村

台帳整備 情報送付

都道府県

事業所異動連絡票情報作成 情報送付

・・・・
市町村

情報送付①台帳整備

・・・・
市町村

情報送付

②受給者異動連絡票情報作成

①台帳整備 ②単位数異動連絡票情報作成

地域生活支援事業

受給者台帳

地域生活支援事業

単位数台帳

◆障害児施設給付

障害児施設台帳 ・・・・

都道府県

①台帳整備

政令市等

②施設異動連絡票情報作成

情報送付

国

保

連

合

会

台帳整備 情報送付

都道府県

施設異動連絡票情報作成

障害児施設

受給者台帳 ・・・・

都道府県

①台帳整備

政令市等

②受給者異動連絡票情報作成

①台帳整備 ②受給者異動連絡票情報作成

情報送付

国

保

連

合

会



障害者自立支援給付支払等システムにおける障害児施設給付等運用開始前に必要な作業概要

・・・・ 情報送付①台帳整備 ②世帯等異動連絡票情報作成

高額障害福祉サービス費

世帯等台帳

●高額障害福祉サービス費等

国

保

連

合

会

市町村

高額障害児施設給付費

世帯等台帳 ・・・・ 情報送付①台帳整備 ②世帯等異動連絡票情報作成

都道府県



地域生活支援事業について



地域生活支援事業の支払委託に関連して地域生活支援事業の支払委託に関連して((案案))

地域生活支援事業の支払事務は、市町村において個別給付的な給付決定を行う事業に
ついて、事務委託の対象とする。

例：個別の給付決定を行った外出支援事業、訪問入浴事業、日中一時事業等

①決定にかかるサービスコード①決定にかかるサービスコード

決定コードを市町村等で設定するため、サービス種類の範囲を限定せず柔軟な対応が可能決定コードを市町村等で設定するため、サービス種類の範囲を限定せず柔軟な対応が可能

②請求にかかるサービスコード②請求にかかるサービスコード

請求コードを市町村等で設定するため、市町村等の設定した単価に合わせた支払が可能請求コードを市町村等で設定するため、市町村等の設定した単価に合わせた支払が可能

地域生活支援事業以外の自治体単独事業の障害者福祉施策にかかる支払事務についても、地域生活支援事業以外の自治体単独事業の障害者福祉施策にかかる支払事務についても、
サービスコード等を委託者が設定することにより、支払事務委託が可能となる。サービスコード等を委託者が設定することにより、支払事務委託が可能となる。

例：自治体の介護給付費等の上乗せ補助金(毎月のサービス実績による補助金等)等の支払事務

地域生活支援事業は、市町村及び都道府県が行う事業であり、それぞれ法律上実施しなければならな
い具体的な事業を定めているが、これに限らず市町村及び都道府県の判断により、障害者が自立した日常
生活又は社会生活を営むために必要な事業を実施することができるとしているもの。

各種事業への柔軟な支払事務の対応を図るため、委託者である市町村又は都道府県が下記のコードを
設定するものとする。

Ｈ１８．１１．１３事務連絡
「障害者自立支援給付支払等
システムについて」抜粋

Ｈ１８．１１．１３事務連絡
「障害者自立支援給付支払等
システムについて」抜粋



地域生活支援事業における障害者自立支援給付支払等システムの対応イメージ

障害者自立支援給付支払等システムにおいて、現在、各自治体において実施されている地域生
活支援事業のうち、介護給付費等と同様の形態で実施されている事業（移動支援等、個別給付的な
もの）について給付を可能とする予定である。

利 用 者

①サービス利用申請
②支給決定・受給者証発行

事業者
地域生活支援事業者認定

都道府県

事業所ＤＢ

③サービス提供

④請 求

請求情報

⑤突 合⑥支 払

障害者自立支援給付
支払等システム

③サービス利用

市町村

国保連合会
受給者
台帳

事業所
台帳

サービス
コード
単価表

地域生活支援事業
受給者情報

地域生活支援事業
事業所情報

地域生活支援事業
サービスコード・単価表



地域生活支援事業単位数異動連絡票等の作成について

前述のとおり、地域生活支援事業はサービスコードを市町村自らが作成し、それをもって事

業所からの請求情報の点検を行うこととなる。

①決定サービスコードの設定

決定サービスコードは、支給決定を行う際のサービス種類別に設定し、地域生活支援事

業受給者異動連絡票情報を作成する際に使用する。

例えば、移動支援、日中一時支援、訪問入浴サービスを本システムで運用する場合。

・移動支援決定・・・・・・・０１００００

・日中一時支援決定・・・０２００００

・訪問入浴サービス・・・０３００００

〔受給者異動連絡票情報の設定例〕

移動支援 ５０時間／月の決定を行った場合

受給者番号 決定サービスコード 決定支給量 決定支給期間（開始年月日）

１１１１１１１１１１ ０１００００
００００５０００

（整数６桁、小数点以下２桁）
２００８１００１



②請求サービスコードの設定

請求サービスコードは、請求を行う際の請求内容（単位数別）別に設定する。

例えば、移動支援の場合。

・移動支援０．５時間・・・０１０００１

・移動支援１．０時間・・・０１０００２

：

・移動支援１０時間・・・・０１００２０

各コードごとに、請求単位数等を設定した単位数異動連絡票情報を登録することにより、

単位数表マスタとして毎月の請求に対する点検処理に使用される。

〔単位数異動連絡票情報の設定例〕

決定サービスコード 請求サービスコード 決定支給量換算単位 請求合成単位数 給付率

０１００００ ０１０００１ ００００００５０ ０００２３０ ０９０

０１００００ ０１００２０ ００００１０００ ００１７８５ ０９０

０１００００ ０１０００２ ０００００１００ ０００４００ ０９０



システムにおける点検内容について

地域生活支援事業所から請求があった際は、請求内容を受給者台帳と単位数表マスタを使

用して点検を行う。

〔受給者台帳〕
移動支援 ５０時間／月の決定

受給者番号 決定サービスコード 決定支給量 決定支給期間（開始年月日）

１１１１１１１１１１ ０１００００
００００５０００

（整数６桁、小数点以下２桁）
２００８１００１

〔単位数表マスタ〕

決定サービスコード 請求サービスコード 決定支給量換算単位 請求合成単位数 給付率

０１００００ ０１０００１ ００００００５０ ０００２３０ ０９０

０１００００ ０１００２０ ００００１０００ ００１７８５ ０９０

０１００００ ０１０００２ ０００００１００ ０００４００ ０９０

〔請求情報〕

サービスコード 単位数 回数

０１０００１ ２３０ ２０回

０１００２０ １７８５ ３回

０１０００２ ４００ ８回

支給量換算

２０回×０．５時間

８回×１．０時間

３回×１０時間

４８時間

支給決定
の範囲内
⇒正常



高額障害福祉サービス費等について



高額障害福祉サービス費等について

高額障害福サービス費等は、同一世帯に障害福祉サービス等を利用する者が複数いる場

合に、世帯の負担を軽減する観点から、償還払い方式により、世帯における利用者負担額を

月額負担上限まで軽減を図るものである。

＜合算の対象となる費用＞

①障害者自立支援法に基づく介護給付費等に係る利用者負担額

②介護保険法に基づく介護給付費の利用者負担額

③児童福祉法に基づく障害児施設給付費に係る利用者負担額

これらの給付実績は、市町村等の委託により各国保連合会にデータが集約され、当該業務を

効率的に行うために、当機能は有効な手段となる。

【前提条件】

高額処理を正確に行うためには、各種支払処理等を国保連合会に委託していることが前提となる。（委
託していない業務があった場合、正確な計算結果が得られない。）

・ 市町村が、障害福祉サービス費支払処理、基準該当障害福祉サービス費支払処理を委託している。

・ 都道府県が、障害児施設給付費支払処理を委託している。

・ 介護保険の保険者たる市町村が、高額介護サービス費支給処理を委託している。



国保連合会

障害者自立支援給付支払システム 介護保険審査支払等システム

障害福祉サービス等
給付実績

障害児施設給付費等
給付実績

介護保険
給付実績

障害福祉サービス
世帯台帳

障害児施設給付費
世帯台帳

受給者番号 給付情報

１１１１１１１１１１ ①

受給者番号 給付情報

２２２２２２２２２２ ②

受給者番号 給付情報

３３３３３３３３３３ ③

被保険者番号 給付情報

５５５５５５５５５５ ⑤

受給者番号 世帯集約番号 被保険者番号

９９９９９９９９９９ ５５５５５５５５５５１１１１１１１１１１

受給者番号 世帯集約番号 被保険者番号

９９９９９９９９９９２２２２２２２２２２

受給者番号 世帯集約番号 被保険者番号

９９９９９９９９９９３３３３３３３３３３

同一世帯に複数の利用者がいる場合でも、同一の世帯集約番号を付番することにより、３制

度の給付実績を世帯ごとに集約することが可能となる。

世帯集約番号「９９９９９９９９９９」で、①②③⑤の給付情報が集約される。

【処理概要】

都道府県・政令市等が障
害児施設給付の支払処理
を委託していない場合は
データが無い

高額介護サービス費の支払処理を委託して
いない場合、高額介護サービス費として償
還される前の額で計算される



【事前準備】

世帯等異動連絡票情報は、受給者番号をキーとしてデータを作成する。障害福祉サービス

等の受給者に関するデータは市町村が、障害児施設給付の受給者に関するデータは都道府

県が作成することになるが、同一世帯の場合は、同一の世帯集約番号を設定する必要がある

ため、同一世帯に障害福祉サービスの受給者と障害児施設給付の受給者が混在する場合は、

受給者間で世帯集約番号が相違しないよう市町村と都道府県で連絡・調整が必要。

○世帯台帳登録に向けた準備

① 市町村・都道府県において支給決定を行った受給者を、世帯ごとに束ね、世帯集約番号

の付番、基本情報等の整備を行う。なお、インタフェース仕様書に規定された項目に対す

る情報が不足する場合等は、適宜、受給者に対して調査を行う。（介護保険を利用してい

る者については、介護保険の被保険者番号により給付実績を抽出するため、世帯台帳に

登録が必要。）

② 整備した情報を基に世帯等異動連絡票情報を作成し、国保連合会に伝送する。



障害児施設給付費等について



自治体における障害児施設給付費に関する準備について

・都道府県の準備

（１）事業所台帳

① 都道府県が指定した事業所の事業所番号・基本情報等について整備を行う。整備に

あたり、インタフェース項目に対する情報が不足している等の場合は、必要に応じて調査

を行う。

②整備した事業所情報を基に都道府県が異動連絡票情報を作成し、国保連合会へ伝送

する。

（２）受給者台帳

①都道府県が支給決定を行った受給者の受給者番号・基本情報等について整備を行う。

整備にあたり、インタフェース項目に対する情報が不足している等の場合は、必要に応じ

て調査を行う。

②整備した受給者情報を基に都道府県が異動連絡票情報を作成し、国保連合会へ伝送

する。



・政令市等の準備

（１）事業所台帳

①政令市等が指定した事業所の事業所番号・基本情報等について整備を行う。整備にあた

り、インタフェース項目に対する情報が不足している等の場合は、必要に応じて調査等を行

う。

②整備した事業所情報を基に政令市等が異動連絡票情報を作成し、都道府県経由で国保

連合会へ伝送する。

（２）受給者台帳

①政令市等が支給決定を行った受給者の受給者番号・基本情報等について、７月を目途に

整備を行う。整備にあたり、インタフェース項目に対する情報が不足している等の場合は、

必要に応じて調査を行う。

②整備した受給者情報を基に政令市等が異動連絡票情報を作成し、国保連合会へ伝送

する。



準備における留意事項

障害児施設給付費においても、障害福祉サービス費と同様に事業所からの請求情報

と都道府県等からの支給決定情報及び事業所情報（例えば、施設毎の体制加算情報
※１

）

とを突合して、請求書等の適正・不適正についてのチェックを行うこととしている。本年１０

月のシステム稼働以降、台帳の不備により請求がエラーとなる事例も見られるため、事業

所の安定的な事業運営に配慮し、台帳の整備にあたっては十分にご留意いただきたい。

※１ 職業指導員加算の有無や自活訓練加算の有無などの情報

（１）事業所台帳

インタフェース仕様書に則り台帳を作成することになるが、特に留意が必要な事項は

以下の通り。

①施設の体制等によって算定可能となる加算の請求があったとき、事業所台帳の体制

有無欄が「無」となっている場合、当該明細書が「エラー」となってしまうため、事業所か

ら加算体制の届出等があった場合は適切な管理が必要。（事業所台帳と加算の関係

は別添２のとおり）



②通園施設等において相互利用が行われる場合の事業所台帳の登録方法は別添３

のとおり。

例えば、知的障害児が難聴幼児通園施設を利用している場合は、事業所台帳の「相互利用体制（知的）」を

「有り」にし、受給者台帳の支給決定情報においては、「決定コード：難聴幼児通園施設」「相互区分：知的」と

設定する必要がある。なお、肢体不自由児施設（通所）が、相互利用により他障害児童を受け入れる場合、

インタフェースでは「肢体不自由児通園施設」と表記しているが、当該項目を使用することになる。（インタ

フェース仕様書（都道府県編）P７５のマトリクス表に「○」が漏れていますので、別添４の通り修正します）

（２）受給者台帳

①心身の状態により算定可能となる加算の請求があったとき、受給者台帳の支給決定

情報に当該加算の決定サービスコードが無い場合、明細書がエラーとなってしまう

ため、支給決定時に告示等に規定された各種加算の要件に合致する者として認定

した場合にあっては、受給者証に記載するとともに、受給者台帳の登録が必要。（支給

決定情報と請求サービスコードの関係は別添１、加算との関係は別添２のとおり）

②上記（１）②のとおり、相互利用の場合の受給者台帳の登録方法についても留意

が必要。



１１ 施設支援の種類施設支援の種類

① 知的障害児施設

② 第１種自閉症児施設

③ 第２種自閉症児施設

④ 知的障害児通園施設

⑤ 盲児施設

⑥ ろうあ児施設

⑦ 難聴幼児通園施設

⑧ 肢体不自由児施設（入所部）

⑨ 肢体不自由児施設（通所部）

⑩ 肢体不自由児療護施設

⑪ 肢体不自由児通園施設

⑫ 指定医療機関（肢体不自由児）

⑬ 重症心身障害児施設

⑭ 指定医療機関（重症心身障害児）

施設支援の種類・給付決定施設支援の種類・給付決定時に決定（確認）する時に決定（確認）する加算の一覧加算の一覧

２２ 決定時に決定（確認）する加算の一覧決定時に決定（確認）する加算の一覧

幼児（乳幼
児）加算

重度加算
強度行動
障害加算

重度重複
加算

自活訓練
加算

知的障害児施設 × ○ ○ ○ ○

第１種自閉症児施設 × ○ × ○ ○

第２種自閉症児施設 × ○ ○ ○ ○

知的障害児通園施設 ○ × × × ×

盲児施設 ○ ○ ○

ろうあ児施設 ○ ○ ○

肢体不自由児施設
（入所部）

○ ○ ○

肢体不自由療護施設 × ○ ○

指定医療機関
（肢体不自由児）

○ ○ ○

施設種別
決定（確認）する加算内容

× ×

Ｈ１８．８．２４
全国課長会議資料抜粋

Ｈ１８．８．２４
全国課長会議資料抜粋













障害種別 施設種別

障害児施設異動

連絡票情報

（サービス情報）

受給者異動

連絡票情報

（支給決定情報）

１

２

３

４

６

５

・難聴幼児通園施設 相互利用体制（知的）：有り
決定コード：難聴幼児通園施設

相互区分：知的

・肢体不自由児施設（通所）

・肢体不自由児通園施設
相互利用体制（知的）：有り

決定コード：

・肢体不自由児施設（通所）

・肢体不自由児通園施設

相互区分：知的

・肢体不自由児施設（通所）

・肢体不自由児通園施設
相互利用体制（難聴）：有り

決定コード：

・肢体不自由児施設（通所）

・肢体不自由児通園施設

相互区分：難聴

・難聴幼児通園施設 相互利用体制（肢体）：有り
決定コード：難聴幼児通園施設

相互区分：肢体

・知的障害児施設 相互利用体制（難聴）：有り
決定コード：知的障害児施設

相互区分：難聴

・知的障害児施設 相互利用体制（肢体）：有り
決定コード：知的障害児施設

相互区分：肢体

肢体不自由児

難聴幼児

知的障害児

相互利用がある場合の各項目の設定について 別添３





障害児施設給付費の委託について

① 委託を行っている都道府県に所在する事業所を、委託を行っていない県の受給者が利用

した場合

Ａ県（委託） Ｂ県（未委託）

受給者Ｂ
事
業
所

利用

受給者Ａ

利用

事業所の事務が煩雑

全国決済等事務の効率的な実施、事業所の利便性を考慮すると、委託のメリットは大きいと
考えられるので出来る限り委託されるよう願いたい。
（委託の有無による事務の相違は以下のとおり。）

Ａ県は、障害児施設給付の支払処理を委託しているため、事業所情報及び受給者Ａに関す

る受給者情報は、国保連合会に登録されている。

Ｂ県は、障害児施設給付の支払処理を委託していないため、受給者Ｂに関する受給者情報

は、国保連合会に登録されていない。

したがって、事業所は、受給者Ａに係る請求は、国保連合会にインターネットで行い、受給者

Ｂに係る請求は、Ｂ県に対して従来の方法（紙等）により行う。



② 委託を行っていない都道府県に所在する事業所を、委託を行ってる県の受給者が利用し

た場合

Ａ県（委託） Ｂ県（未委託）

受給者Ｂ

事
業
所

利用

受給者Ａ 利用

Ａ県は、障害児施設給付の支払処理を委託しているため、受給者Ａに関する受給者情報を、

国保連合会に登録することになる。

Ｂ県は、障害児施設給付の支払処理を委託していないため、事業者情報及び受給者Ｂに関

する受給者情報は、国保連合会に登録されていない。

したがって、事業所は、国保連合会にインターネットで請求を行うことができないため、Ａ・Ｂ

両県に対してそれぞれ従来の方法（紙等）により請求を行う必要がある。

Ａ県は、当該事業所に係る分（受給者Ａ）を、国保連合会に登録しているにもかかわらず、事

業所へ直接支払いを行わなければならない。

都道府県・事業所の事務が煩雑



統計処理について



障害者自立支援給付 統計情報処理について

障害者自立支援給付支払等システムから次の２つの統計情報を出力する予定である。

①事業状況報告 平成１９年１１月８日付事務連絡「障害者自立支援給付事業状況報告について」
に基づき、厚生労働省に提出していただいている統計情報（別添１）

・・・・

②国庫負担（補助）金 ・・・・ 障害者自立支援給付支払等システム導入後（平成１９年１０月以降）の障害者自
立支援法等に基づく国庫負担所要額を算出するための利用者数、給付額を算出
する統計情報（別添２）

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

サービス提供

9月サービス提

供分①請求

サービス提供

9月サービス提供分

②請求（月遅れ分）

サービス提供

10月サービス

提供分支払

10月サービス

提供分請求

①9月サービス

提供分①支払

9月サービス提供分

②支払（月遅れ分）

10月分に集計し出力

11月分に集計し出力

過誤
申出

9月サービス提供

分①を過誤申出

9月サービス提

供分①マイナス

・抽出イメージ（月分の考え方）



市町村

国保連合会

障害者自立支援給付支払等システム

ＤＢ

（償還給付情報、療養介護医
療情報等は除く）

③障害者自立支援
給付事業状況報告
情報を作成
（ＣＳＶファイル）

抽出

⑤市町村把握
分（償還給付
情報、療養介
護医療情報
等）をエクセル
シートに反映

④送付された
事業状況報
告情報（ＣＳ
Ｖ）をエクセル
シートに反映

送付

市町村ＤＢ

市町村

市町村ＤＢ

抽出

送付

都道府県

…

④各市町村
分のデータ
を集約

厚生労働省

送付

⑤各都道
府県分の
データを集
約③自庁内のＤＢより

障害者自立給付事業
状況報告情報を作成
（償還給付情報、療
養介護医療情報等含
む）

反映

①提出用エクセルファイルの送付②各市町村へ提出用エクセルファ
イルの送付

ｃｓｖ

送付

送付

都道府県

…

⑥各市町村
分のデータ
を集約

厚生労働省

送付

⑦各都道
府県分の
データを集
約

①集計用マクロを含んだ提出用エクセル
ファイルの送付②各市町村へ提出用エクセル

ファイルの送付

送付

…

…

①
国
保
連
合
会
へ
統
計
資
料
作
成
を
委
託
し
な
い
場
合

②
国
保
連
合
会
へ
統
計
資
料
作
成
を
委
託
し
た
場
合

障害者自立支援給付 統計情報処理作業イメージ比較

現行の処理方法と同様



市町村における障害者自立支援給付 統計情報処理イメージ
〈①国保連合会に統計資料作成を委託しない場合〉

１． 提出用様式（エクセルファイル）を厚生労働省か

ら都道府県に送付し、都道府県から市町村に配
布する

２． 市町村において、自庁内のデータベース等から
事業状況報告を作成して上記１のエクセルファ
イルに情報を反映させる

３． 都道府県に送付する

市町村のデータベース
から、事業状況報告を
作成しエクセルシートに
反映させる



１． 集計用マクロを設定した様式（エクセルファイ
ル）を厚生労働省から都道府県に送付し、都道
府県から市町村に配布する

〈②国保連合会に統計資料作成を委託した場合〉

２． 国保連合会から送付されるデータ抽出結果（Ｃ
ＳＶファイル）を上記１の様式（エクセルファイル）
のシステム抽出分に反映させる

３． 自庁内のデータベースから、市町村独自給付分
（償還給付情報、療養介護医療情報等）を抽出
し、エクセルシートに反映させる

４． 都道府県に送付する

国保連合会から
メールで送付さ
れた統計情報の
データ抽出結果
（ＣＳＶファイル）
を反映させる

市町村のデータ
ベース等から、
市町村把握分
（償還給付情報、
療養介護医療情
報等）を抽出し、
エクセルシートに
反映させる

下記情報が集計
される

市町村における障害者自立支援給付 統計情報処理イメージ



（別添１）



（別添１）

（様式例）



Ｑ

別添２

（出力項目イメージ）
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